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●事業の目的 
本事業は、JR 仙台駅東西自由通路拡幅・東口駅ビルの新築にあわせて駅東口前に展開するヨドバシカメラ所有敷

地の整備を行うことで、西口地区に比べ活性化が低い東口地区の活性化を図り魅力ある街づくりを進めていく計画で

ある。地域の賑わいづくりに貢献する商業施設等の整備と、来街者が安全で自由に往来できる歩行者ネットワークの

整備、平成 27 年 12 月に開通した地下鉄東西線「宮城野通駅」と仙台駅をつなぐ賑わいの街路の整備に加え、駅前周

辺の道路の渋滞緩和を図る交通計画（自動車動線）をたてることで東口地区の活性化と賑わいづくりに貢献すること

を目的とする。 

 

●事業の内容 
本事業は、既存駐車場を含めた敷地面積15,430㎡に店舗、音楽ホール、駐車場を建設する計画であり、1期工事・2

期工事に分けて建設する計画である。 

建築面積は、1期工事11,180㎡（既存駐車場2,030㎡含む）、2期工事2,420㎡である。延べ面積は、1期工事約96,920

㎡（計画建物約81,050㎡、既存駐車場約15,870㎡を含む）、2期工事約12,560㎡である。 

建物最高高さは、1期工事の約45mであり、地上9階、地下2階である。2期工事は音楽ホールが約28ｍ、地上5階、店

舗が約33ｍ、地上7階である。 

また、駐車場台数は、計画駐車場626台、既存駐車場717台及び第2ビル駐車場147台の合計1,490台を確保する計画

である。 

計画地と東七番丁通りを挟んで東側のヨドバシ仙台第2ビル（以下、「既存店舗」という）は、現在エスカレータ

ーと東七番丁通り上空のデッキにより行き来することができるが、エスカレーターを撤去し、新たに仙台駅東口のペ

デストリアンデッキと接続することで、仙台駅、計画建物、既存店舗を地上に下りずに行き来することができる計画

とし、地下鉄東西線「宮城野通駅」とのアクセスも向上する。 

また、既存店舗と計画建物を新たに地下通路で連結し、既存店舗東側の東八番丁通り側から来退店車両が駐車場へ

入出庫できる計画である。 

なお、東七番丁通り沿いには、公共交通機能（長距離バス乗り場のバスベイ）を整備するとともに、計画地内に歩

行者通路（歩道）を整備する計画である。 

 

本事業の概要 

項 目 概 要 

事 業 名 称 ヨドバシ仙台第１ビル計画 

種 類 大規模建築物の建設の事業 

位 置 仙台市宮城野区榴岡一丁目3-1 他 

主 要 用 途 商業施設、音楽ホール、駐車場 

敷 地 面 積 15,430㎡ 

建 築 面 積 

１期工事(既存駐車場含む) ２期工事 

A棟 
既存駐車場 小計 

B棟 
小計 

店舗・駐車場 店舗・駐車場 音楽ホール 

約9,150㎡ 約2,030㎡ 約11,180㎡ 約2,420㎡

延 べ 面 積 約81,050㎡ 約15,870㎡ 約96,920㎡ 約6,140㎡ 約6,420㎡ 約12,560㎡

建 築 物 の 高 さ 約45ｍ 約28ｍ － 約33ｍ 約28ｍ － 

階 数 地上9階、地下2階 地上8階 － 地上7階 地上5階 － 

構 造 鉄骨造一部鉄筋コンクリート造 

駐 車 場 
計画建物内626台（内、荷捌き車両用7台）、既存駐車場717台、 

第2ビル駐車場147台（内、荷捌き車両用12台） 

工 事 予 定 期 間 平成28年10月～平成30年10月 平成29年8月～平成30年10月 

供 用 開 始 時 期 平成30年10月（予定） 
環境影響評価を
実施することに
な っ た 要 件 

「仙台市環境影響評価条例」(平成10年 仙台市条例第44号)第2条第3項第21号 
延べ面積が50,000平方メートル以上の大規模建築物の建設 

 

１．事業の概要 
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計画建築物配置図 
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完成イメージ図 

 

●事業工程 
本事業の工程は、下表に示すとおりであり、平成28年 10月に着工し、平成30年10月に竣工させ、同月に開業する予定

である。 

 

事業工程 

 

 

平成26年平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 

1～12月 1～12月 1～4月 5～8月 9～12月1～12月 1～4月 5～8月 9～12月

基本計画          

設計（基本設計・実施設計）          

環境影響評価          

工

事 

1期 店舗棟          

2期 
音楽ホール棟 

･店舗棟 
         

関連工事（連絡地下通路）          

 

●環境の保全・創造等に係る方針 
本事業は、JR仙台駅東西自由通路拡幅・東口駅ビルの新築にあわせて整備を行うことで東口地区の活性化を図り魅力ある

街づくりを進め、地域の賑わいづくりに貢献するものである。 

計画地は仙台駅東口に面する場所に位置することから、施設計画については周辺の景観に配慮した計画とするとと

もに、計画地内や建物の緑化を積極的に図るほか、歩行者が安全に歩ける歩行者ネットワークを形成するため、ペデ

ストリアンデッキの再整備により、地下鉄東西線「宮城野通駅」と既存店舗及び仙台駅をつなぎ、地域の回遊性を高

める。 

さらに、新店舗と既存店舗は地下通路を新設して接続させ、既存店舗を経由して東八番丁通りへの自動車の出入りを確保

し駅前周辺道路の渋滞緩和を図る計画とするほか、東七番丁通り沿いには、公共交通機能（長距離バス乗り場のバスベイ）

を整備する計画である。 

また、建築設計の段階から省エネルギー・低炭素化に配慮するとともに、可能な限り省エネルギー型の設備機器を導入す

ることにより、エネルギー使用の低減並びに低炭素化に努める計画とする。 
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事業の内容 環境の保全・創造等に係る方針 

緑化計画 ・個性的で魅力的な街づくりに資するため、建物外周に花壇等を配置した地上部緑化やA棟の南面を主体とした

壁面緑化により、「杜の都の環境をつくる条例」の緑化基準面積（648㎡）以上の緑化を計画する。植栽樹種は

在来種から選定することを基本とする。 

景観計画 ・建物の形態・意匠については、自然石を多用したピロティ形式のファサード計画とするなど、計画地周辺にお

ける既存建築物や（仮称）仙台駅東口開発計画の計画建築物との連続性に配慮する。 

・屋外設備機器は、なるべく駅前広場側ではなく線路側に配置するとともに、ルーバー等により外部から見えな

いようにする。 

交通計画 ・周辺の交通渋滞緩和のため、既存店舗の荷捌き車両用出入口を活用し、計画地駐車場への出入口とする。 

・利用者等に対し、駐車時におけるアイドリングストップや、急発進・急加速・空ぶかしを行わない等、エコド

ライブへの取組み、排出ガス低減への協力を促す。 

・社用車は、可能な限り、次世代自動車や騒音が少ない自動車の導入・更新に努める。 

・通勤や業務の移動に際しては、可能な限り公共交通機関を活用するとともに、近距離移動に際し、徒歩や自転

車での移動に努める。 

・荷捌き車両などの駐車スペースを適切に確保する。 

・駐車場出入口には、満空車表示設備及び出庫警報設備を設置し、歩行者等の安全確保に努める。 

・来客者に対しホームページ等により鉄道等の公共交通機関の利用を促すとともに、来客車両がスムーズに来店

できるよう駐車場への案内経路の周知をホームページ、売り出しチラシ等で行う。また、駐車場出入口には、

交通整理員を適切に配置することにより、歩行者等の安全確保に努めるとともに、繁忙時には周辺交差点にも

誘導員を配置することで、渋滞発生の防止を図る。 

給水計画 ・屋根の一部に降った雨を貯留し、雑用水（便所洗浄水等）として再利用を図ることで、地下水の利用量の削減

を図る。 

・自動水栓・節水型便器等節水型衛生器具を設置する。 

・従業員及び利用者等に対する水利用量削減・節水の啓発を行い、水利用量の削減に努める。 

排水計画 ・厨房排水については、油分や残渣を適切に除去した上で、公共下水道に放流する。 

・雨水は、一部を雨水貯留槽（有効容量310m3程度）に貯留した後、雑用水として活用する。 

熱源・空調設

備計画 

・熱源には高効率機器を採用する。 

・冷水・温水は往返温度差を大きく、流量を小さくする大温度差送水に加え、負荷に応じて流量を変動させる変

流量制御を採用する。 

・物販店舗においてCO2濃度による外気導入量制御を行う。 

・駐車場においてCO濃度による換気量制御を行う。 

・設備機器の点検・整備を定期的に行う。 

廃棄物保管

施設計画 

・地下1階に廃棄物集積所を設置し、保管場所の工夫や分かりやすい掲示などにより、分別回収の徹底を図る。 

省エネルギ

ー対策方針 

・二重壁や開口割合の小さい外壁とし、気温変化等の外乱の影響の小さい建築計画とする。 

・開口部にルーバーを設置し、外部熱負荷の軽減に努める。 

・建物の南側にコアや設備置場の干渉帯を設け、外部熱負荷の軽減に努める。 

・BEMS等の有効活用により運用上の無駄の低減を図る。 

・熱源には高効率機器を採用し、省エネルギー化を図る。 

・冷水・温水は大温度差及び変流量制御を行い、搬送エネルギーの低減を図る。 

・CO2濃度による外気導入量制御を行い、外気負荷の低減を図る。 

・可能な限り外気冷房を行い、冷房負荷の低減を図る。 

・ナイトパージを行い、冷房負荷の低減を図る。 

・駐車場においてCO濃度による換気量制御を行い、ファン動力の低減を図る。 

・自動水栓等節水型衛生器具を採用し、水消費量の低減を図る。 

・給水ポンプはインバータ付とし、ポンプ動力の低減を図る。 

・建物全体は原則、高効率照明器具の導入を図る。 

・使用する変圧器は「トップランナー制度」により計画する。 

工事計画 ・工事用車両、重機等の点検・整備を十分に行う。 

・工事関係者に対して、入場前教育や作業前ミーティングにおいて、重機等のアイドリングストップや無用な空

ぶかし、過積載や急加速等の高負荷運転をしないよう指導・教育を徹底する。 

・低騒音の重機等の採用に努める。 

・工事の実施に伴い、計画地周辺の地下水位への影響が生じた場合は、必要に応じて適切な対策を講ずる。 

・工事中に著しい地盤沈下・変状が認められた場合は、工事を一時的に中止し、原因の究明と適切な対策を講ず

る。 

・工事中のクレーン未使用時においては、電波到来方向を考慮して、ブームを障害の起こりにくい方向に向ける

等、適切な障害防止対策を実施し、周辺への影響を最小限に抑えるよう努める。 

・使用する部材等は、加工品や完成品を可能な限り採用し、廃棄物等の減量化に努める。 

・無駄なセメントが発生しないように工事工程に配慮する。 

・コンクリート型枠はできるだけ非木質のものを採用し、計画的に型枠を再利用することに努める。 

・工事現場で発生した一般廃棄物についても分別収集を行い、リサイクル等再資源化に努める。 

・工事に際して資材・製品・機械等を調達・使用する場合には、環境負荷の低減に資する物品等とするように努

める。 
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本事業における環境影響評価方法書は、仙台市環境影響評価条例第８条第１項に基づき、平成26年6月16日から平成

26年7月15日までの1ヶ月、縦覧に供された。 

意見の提出期間となる平成26年6月16日から平成26年7月29日までにおいて、環境の保全及び創造の見地からの意見を

有する者の意見書の提出はなかった。 

本事業における環境影響評価方法書に対する市長の意見は、平成26年9月17日に述べられている。市長意見に対する

事業者の見解は、以下に示すとおりである。 

 

市長意見に対する事業者の見解（1/2） 

市長の意見 事業者の見解 

１ 

全
体
事
項 

(１）本事業計画地が、「杜の都仙台」の玄関口であ

る仙台駅前に位置し、東日本旅客鉄道株式会社が

実施する（仮称）仙台駅東口開発計画の事業計画

地に隣接していることを踏まえ、今後の事業計画

の検討及び環境影響評価を進めるにあたっては、

上記事業の環境影響評価図書を有効に活用する

とともに、以下の点について配慮すること。 

本事業の環境影響評価に当たっては、（仮称）仙

台駅東口開発計画の環境影響評価図書をできるだけ

活用した。 

【準備書記載箇所】 

（8.1 大気質、8.2 騒音、8.3 振動、8.4 水象、8.5 

地盤沈下、8.6 電波障害、8.8 風害、8.9 景観） 

① 先行して（仮称）仙台駅東口開発計画の工事が行

われ、既に環境負荷が生じている状態において、

本事業の工事によりさらなる環境負荷が生じる

ことから、事業者自らの環境負荷低減に加え、東

日本旅客鉄道株式会社と十分な情報交換を行う

等、工事中の地域への複合的な影響が可能な限り

低減されるよう努めること。 

先行して東日本旅客鉄道株式会社（以下、「JR」

とする。）の工事が行われていることから、必要な

情報の提供を求めたところ、JRの事業については評

価書のとおりであるとの回答であったことから、（仮

称）仙台駅東口開発計画の評価書の内容を、本事業

の環境影響評価に反映した。 

具体的には、当該評価書の内容を踏まえつつ、JR

の工事が行われている状態をバックグラウンドとし

て予測を行い、自らの事業による影響を適切に把握

した。また、事業者として、可能な限り工事中の地

域への複合的な影響の低減を図るよう、工事計画及

び環境保全措置を検討した。 

【準備書記載箇所】（1.6 工事計画の概要、8.1 大

気質、8.2 騒音、8.3 振動） 

② 本事業の供用時には、（仮称）仙台駅東口開発計

画は部分供用にとどまるため、上記計画が全て供

用され環境負荷が最大となる状態を想定すると

ともに、東日本旅客鉄道株式会社から最新の情報

を収集した上で予測・評価を行うこと。 

供用後についても、（仮称）仙台駅東口開発計画

の評価書の内容を踏まえつつ、JRの事業の完了後を

想定して予測・評価を行った。 

【準備書記載箇所】（8.1 大気質、8.2 騒音、8.3 振

動、8.4 水象、8.6 電波障害、8.8 風害、8.9 景観）

③ （仮称）仙台駅東口開発計画に係る環境影響評価

書において示された環境保全措置の効果を損な

うことのないよう事業計画を検討すること。 

（仮称）仙台駅東口開発計画の評価書の内容を踏

まえ、JRの事業における環境保全措置の効果を損な

うことがないよう事業計画の検討及び環境影響評価

を進めた。 

【準備書記載箇所】（1.5 事業の内容、8.1 大気質、

8.2 騒音、8.3 振動、8.4 水象、8.6 電波障害、8.8 

風害、8.9 景観） 

(２) 省エネルギー・低炭素化への取組にあたっては、

CASBEE（建築環境総合評価システム）を活用する

とともに、設備による配慮のみならず、壁体等の

断熱性能を高める等の建物本体による配慮を行

うこと。 

CASBEE（簡易版）による評価を行うこととした。

しかし、CASBEEにおける評価項目の中には、建物の

向きや外装計画など敷地形状等から対応が難しい問

題もある。設備機器については最大限配慮を行う予

定であり、CASBEEで評価する項目のうち対応可能な

ものについては可能な限り対応した。また、開口割

合の小さい外壁とし、気温の変化等の外乱の影響の

小さい計画とするなど、建物本体による配慮を行っ

た。 

【準備書記載箇所】（1.5.9 省エネルギー対策方針）

 

 

2. 方法書に対する意見等の概要 
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市長意見に対する事業者の見解（2/2） 

市長の意見 事業者の見解 

１ 

全
体
事
項 

(３) 既存店舗の来客車両等により周辺道路で交

通渋滞が発生している現状を鑑み、工事用

車両について適切なルート選定や交通誘導

等を実施することにより工事中の更なる渋

滞発生を防止するとともに、供用後には、

来客車両等による渋滞を未然に防止する事

業計画とすること。 

工事中の工事用車両については、渋滞が発生しないよ

うルートの選定や車両台数の平準化に配慮するととも

に、計画地では適切な交通誘導を行うものとする。 

供用後については、来客者に対しホームページ等によ

り鉄道等の公共交通機関の利用を促すとともに、来店車

両がスムーズに来店できるよう駐車場への案内経路の

周知をホームページ、売り出しチラシ等にて行う予定で

ある。また、駐車場出入口には、交通整理員を適切に配

置することにより、歩行者等の安全確保に努めるととも

に、繁忙時には、周辺交差点にも誘導員を配置すること

で、渋滞発生の防止を図るものとする。 

【準備書記載箇所】（1.5.4 交通計画、1.6.3 工事用車

両の運行計画、8.1 大気質、8.2 騒音、8.3 振動） 

２ 

個
別
事
項
（
騒
音
） 

(１） 道路交通騒音に係る予測は、日本音響学会

より提案された道路交通騒音の最新の予測

式（ASJ RTN-Model 2013）により行うこと。

道路交通騒音に係る予測は、ASJ RTN-Model 2013モデ

ルを使用した。 

【準備書記載箇所】（8.2 騒音） 

(２) 供用後の屋外スピーカによる騒音について

は、最大騒音レベル（LAmax）を予測するとと

もに、本事業計画地が「杜の都仙台」の玄

関口である仙台駅前ということを踏まえ、

設置する屋外スピーカの性能等についても

十分配慮すること。 

供用時の騒音については施設の稼働（商業施設等）と

して項目を選定しており、その中において、屋外のスピ

ーカからの騒音影響について、最大騒音レベル（LAmax）
を予測した。また、商業施設としてスピーカ等を使用し

ての広告等を予定しているが、仙台駅前ということを踏

まえ、指向性のあるスピーカ等により広く拡散しないよ

うに効果的に放送することを検討するとともに、放送内

容を含め十分配慮する。 

【準備書記載箇所】（8.2 騒音） 

２ 

個
別
事
項
（
風
害
） 

(３) 計画建物の出現による風環境への影響の予

測にあたっては、諸条件を適切に設定する

ことが重要であることから、日本建築学会

作成の「市街地風環境予測のための流体数

値解析ガイドブック」の規定に準拠して条

件を設定するとともに、環境影響評価準備

書にその内容を詳細に記載すること。 

また、一般的なビル風による強風の影響の

みならず、弱風による大気の滞留等の問題に

ついては、（仮称）仙台駅東口開発計画に係

る環境影響評価準備書を参考に、以下の点に

ついて検討を行い、その結果を環境影響評価

書等に記載すること。 

予測に関しては、「市街地風環境予測のための流体数

値解析ガイドブック」の規定に準拠して行った。また、

準備書において、ご指摘の各種条件設定を記載した。 

【準備書記載箇所】（8.8 風害） 

① 仙台駅周辺の路上及びペデストリアンデッ

キ上における夏季の風通しへの影響並びに

それに伴う温熱快適性への影響 

準備書において、（仮称）仙台駅東口開発計画の評価

書等を参考に、ご指摘の観点からの考え方を検討し、検

討結果を記載した。 

【準備書記載箇所】（8.8 風害） 

② 自動車排出ガスの発生が集中する仙台駅周

辺における弱風の影響 

準備書において、（仮称）仙台駅東口開発計画の評価

書等を参考に、ご指摘の観点からの考え方を検討し、検

討結果を記載した。 

【準備書記載箇所】（8.8 風害） 

③ （仮称）仙台駅東口開発計画の事業計画地

内に設置される東西自由通路の通風性状に

与える影響 

準備書において、（仮称）仙台駅東口開発計画の評価

書等を参考に、ご指摘の観点からの考え方を検討し、検

討結果を記載した。 

【準備書記載箇所】（8.8 風害） 

２ 

個
別
事
項
（
景
観
） 

(４) 本事業計画地は、「杜の都仙台」の玄関口

である仙台駅の東口に位置しているため、

形態・意匠等の面から、杜の都にふさわし

い景観が確保される事業計画とすること。

本事業計画地は、「杜の都仙台」の玄関口であるJR

仙台駅東口に面し、計画地の一部は、景観法に基づき指

定された「宮城野通景観地区」に含まれている。また、

本事業の隣接地に「(仮称)仙台駅東口開発計画」の建築

物が建設される。このことから、計画地周辺の建築物と

の連続性・調和性を考慮して、自然石を多用するなど、

計画建物外壁の形態・色彩に配慮する計画とした。また、

建築設備、駐車施設及び屋外広告物等については、駅前

広場からの視認性に十分に配慮する計画とした。 

【準備書記載箇所】（1.5.3 景観計画、8.9 景観） 
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「仙台市環境影響評価技術指針」で示されている環境影響要因により影響を受けることが予想される環境の要素を抽

出し，本事業の特性及び計画地を含む周辺地域の特性から，環境影響評価を行う項目を選定した。 

 

 

  

環境要素の区分

資

材

等

の

運

搬

重

機

の

稼

働

切

土

･

盛

土

･

発

破

･

掘

削

等

建

築

物

等

の

建

築

工

事

に

伴

う

排

水

工

作

物

等

の

出

現

そ

の

他

施

設

の

稼

働

(

商

業

施

設

等

）

施

設

の

稼

働

(

立

体

駐

車

場

)

資

材

･

製

品

･

人

等

の

運

搬

･

輸

送

二酸化窒素 ○ ○ ○ ○ ○
浮遊粒子状物質 ○ ○ ○ ○
粉じん ※

騒音 騒音 ○ ○ ○ ○ ○
振動 振動 ○ ○ ※ ○
低周波音 低周波音 ※
悪臭 悪臭 ※
水質 水の汚れ ※ ※

水の濁り ※
地下水汚染 地下水汚染 ※
水象 地下水･湧水 ○ ○ ※
地盤沈下 地盤沈下 ○ ○ ※
土壌汚染 土壌汚染 ※
電波障害 電波障害 ○
日照阻害 日照阻害 ○
風害 風害 ○

生物の多様性の確保及び自
然環境の体系的保全を旨と
して調査、予測及び評価され
るべき項目

樹木・樹林等 ※

自然的景観資源 ○
文化的景観資源 ○
眺望 ○
自然との触れ合いの場 ※ ※
指定文化財等 ※ ※
廃棄物 ○ ○
残土 ○
水利用 ○
二酸化炭素 ○ ○ ○ ○ ○ ○
その他の温室効果ガス ○ ○ ○ ○ ○
オゾン層破壊物質 ※
熱帯材使用 ※

自然との触れ合いの場
文化財

人と自然との豊かな触れ合
いの確保及び歴史的、文化
的所産への配慮を旨として調
査、予測及び評価されるべき
項目

植物

影響要因の区分

環境の自然的構成要素の良
好な状態の保持を旨として調
査、予測及び評価されるべき
項目

土壌環境

水環境

大気環境

○：選定項目　　※：配慮項目を示す。

その他の環境

廃棄物等

温室効果ガス等

大気質

供用による
影響

環境への負荷の少ない持続
的な発展が可能な都市の構
築及び地球環境保全への貢
献を旨として予測及び評価さ
れるべき項目

存在によ
る影響

工事による影響

景観

3．環境影響評価項目の選定 
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本事業の実施に伴う工事による影響、存在による影響及び供用による影響は、環境保全措置の実施等により実効可能な範

囲で回避・低減が図られていると評価した。詳細は以下に示すとおりである。 

●大気質 
【工事による影響】 

予測 

・資材等の運搬に伴う二酸化窒素の日平均値の年間98％値は0.0318～0.0330ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の2％除外値は

0.0536～0.0543mg/㎥である。 

・重機の稼働に伴う二酸化窒素の日平均値の年間98％値は最大着地濃度地点で0.0373ppm、保全対象（民家）で0.0334ppm、ペ

デストリアンデッキで0.0319ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の2％除外値は最大着地濃度地点で0.0572mg/㎥、保全対象（民

家）で0.0548mg/㎥、ペデストリアンデッキで0.0538mg/㎥mである。 

・これらの合成による保全対象（民家）における二酸化窒素の日平均値の年間98％値は0.0334～0.0339ppm、浮遊粒子状物

質の日平均値の2％除外値は0.0548～0.0552mg/㎥である。 

以上から、すべて環境基準値及び仙台市定量目標値を下回ると予測される。

環境保全の 

ための措置 

・工事計画の策定に当たっては、工事用車両が一時的に集中しないよう工事を平準化し、計画的かつ効率的な運行を

行う等、環境の保全に努める。 

・工事用車両・重機の点検・整備を十分に行う。 

・工事用車両については、低排出ガス認定自動車の採用に努める。 

・工事関係者に対して、入場前教育や作業前ミーティングにおいて、工事用車両等のアイドリングストップや無用な

空ぶかし、過積載や急加速等の高負荷運転をしないよう指導・教育を徹底する。 

・工事用車両の走行を円滑にするために交通誘導を実施する。 
 

【供用による影響】 

予測 

・資材・製品・人等の運搬・輸送に伴う二酸化窒素の日平均値の年間98％値は0.0261～0.0278ppm、浮遊粒子状物の日平均値

の2％除外値は0.0411～0.0416mg/㎥である。 

・施設の稼働（駐車場）に伴う二酸化窒素の日平均値の年間98％値は最大着地濃度地点で0.0267ppm、保全対象（民家）で

0.0257ppm、ペデストリアンデッキで0.0256ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の2％除外値は最大着地濃度地点で0.0411mg/

㎥、保全対象（民家）において0.0410mg/㎥、ペデストリアンデッキで0.0410mg/㎥である。 

・商業施設等（ボイラー）の稼働に伴う二酸化窒素の日平均値の年間98％値は最大着地濃度地点で0.0381ppm、保全対象（民

家）で0.0278ppm、ペデストリアンデッキで0.0261ppmである。 

・これらの合成による保全対象（民家）における二酸化窒素の日平均値の年間98％値は0.0285～0.0286ppm、浮遊粒子状物

質の日平均値の2％除外値は0.0412～0.0413mg/㎥である。 

以上から、すべて環境基準値及び仙台市定量目標値を下回ると予測される。

環境保全の 

ための措置 

・社用車には、可能な限り、低排出ガス認定自動車の導入・更新に努める。 

・通勤や業務の移動に際しては、可能な限り公共交通機関を活用するとともに、近距離移動に際し、徒歩や自転車での移動に

努める。 

・荷捌き場などの適切な駐車スペースを確保する。 

・設備機器の点検・整備を定期的に行う。 

・来店者に対しホームページ等により鉄道等の公共交通機関の利用を促すとともに、来客車両がスムーズに来店できるよう駐

車場への案内経路の周知をホームページ、売り出しチラシ等で行う。 

・来店者に対し、駐車時におけるアイドリングや、急発進・急加速・空ぶかし等、エコドライブへの取組み、排出ガス低減へ

の協力を促す。 

 

●騒音 
【工事による影響】 

予測 

・資材等の運搬に伴う等価騒音レベルは62～69dBであり、環境基準値を下回ると予測される。 

・重機の稼働に伴う建設作業騒音レベルは最大の地点で80dBであり、騒音規制法の特定建設作業騒音に係る規制基準値を

下回り、仙台市公害防止条例の指定建設作業騒音に係る規制基準値と同等と予測される。 

また、保全対象（民家）において63dB、ペデストリアンデッキで75dBであり、騒音規制法の特定建設作業騒音に係る規

制基準値及び仙台市公害防止条例の指定建設作業騒音に係る規制基準値を下回ると予測される。 

・これらの複合的な影響は、保全対象（民家）において65dBとなり、環境基準値と同等と予測される。 

環境保全の 

ための措置 

・工事計画の策定に当たっては、工事用車両が一時的に集中しないよう工事を平準化し、計画的かつ効率的な運行を

行う等、環境の保全に努める。 

・工事用車両・重機の点検・整備を十分に行う。 

・低騒音型の重機等の採用に努める。 

・低騒音工法の選択、建設機械の配置等の適切な工事工法を採用する。 

・工事関係者に対して、入場前教育や作業前ミーティングにおいて、工事用車両等のアイドリングストップや無用な

空ぶかし、過積載や急加速等の高負荷運転をしないよう指導・教育を徹底する。 

 

４．環境影響評価の概要
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【供用による影響】 

予測 

・資材・製品・人等の運搬・輸送に伴う等価騒音レベルは昼間63～70dB、夜間58～67dBであり、予測地点4の夜間が環境

基準値を上回と予測される。この地点は、現況の騒音レベルでも環境基準値を上回っている。 

・施設の稼働（室外設備機器の稼働、スピーカ、駐車場の稼働）に伴う等価騒音レベルは、最大地点で昼間59dB、夜

間41dB、保全対象（民家）において昼間46dB、夜間32dB、ペデストリアンデッキで昼間49dB、夜間36dBであり、環

境基準値を下回ると予測される。 

・これらの複合的な影響は、保全対象（民家）で昼間63dB、夜間58～59dBであり、環境基準値を下回ると予測される。

環境保全の 

ための措置 

・通勤や業務の移動に際しては、可能な限り公共交通機関を活用するとともに、近距離移動に際し、徒歩や自転車での移動に

努める。 

・荷捌き場などの適切な駐車スペースを確保する。 

・設備機器の点検・整備を定期的に行う。 

・来店者に対しホームページ等により鉄道等の公共交通機関の利用を促すとともに、来客車両がスムーズに来店できるよう駐

車場への案内経路の周知をホームページ、売り出しチラシ等で行う。 

・来店者等に対し、駐車時におけるアイドリングや、急発進・急加速・空ぶかし等、エコドライブへの取組み、排出ガス低減

への協力を促す。 

・省エネルギー化対策を計画することにより、設備機器の稼働の低減を図る。 

・指向性のあるスピーカを採用し、広く拡散しないように効果的に放送することとし、スピーカの利用には放送内容

を含め十分に配慮する。 

 

●振動 
【工事による影響】 

予測 

・資材等の運搬に伴う振動レベルは34～39 dBであり、振動規制法の道路交通振動に係る要請限度を下回ると予測される。

・重機の稼働に伴う振動レベルは最大の地点で59dB、保全対象（民家）で43dB、ペデストリアンデッキ地盤面で51dBであ

り、振動規制法の特定建設作業振動に係る基準値及び仙台市公害防止条例の指定建設作業振動に係る基準値を下回

ると予測される。 

・これらの複合的な影響は、保全対象（民家）において44dBとなり、道路交通振動に係る要請限度、振動規制法の特定

建設作業振動に係る基準値及び仙台市公害防止条例の指定建設作業振動に係る基準値を下回ると予測される。

環境保全の 

ための措置 

・工事計画の策定に当たっては、工事用車両が一時的に集中しないよう工事を平準化し、計画的かつ効率的な運行を

行う等、環境の保全に努める。 

・工事用車両・重機の点検・整備を十分に行う。 

・低振動工法の選択、建設機械の配置等の適切な工事工法を採用する。 

・工事関係者に対して、入場前教育や作業前ミーティングにおいて、工事用車両等のアイドリングストップや無用な

空ぶかし、過積載や急加速等の高負荷運転をしないよう指導・教育を徹底する。 
 

【供用による影響】 

予測 ・資材・製品・人等の運搬・輸送に伴う振動レベルは昼間32～40dB、夜間31～35dBであり、道路交通振動に係る要請限

度を下回ると予測される。 

環境保全の 

ための措置 

・来店者等に対し、駐車時におけるアイドリングや、急発進・急加速・空ぶかし等、エコドライブへの取組み、振動

低減への協力を促す。 

・通勤や事業活動における人の移動に際しては、できるだけ公共交通機関を活用するとともに、近距離移動に際し、

徒歩や自転車での移動に努める。 

・荷捌き場などの適切な駐車スペースを確保する。 

・来店者に対しホームページ等により鉄道等の公共交通機関の利用を促すとともに、来客車両がスムーズに来店でき

るよう駐車場への案内経路の周知をホームページ、売り出しチラシ等で行う。また、駐車場出入口には、交通整理

員を適切に配置することにより、歩行者等の安全確保に努めるとともに、繁忙時には、周辺交差点にも誘導員を配

置することで、渋滞発生の防止を図る。 

 

●水象（地下水） 
【工事による影響】 

予測 

地下躯体により帯水層の一部は遮断されるものの、本計画における山留壁の設置範囲は帯水層の広がりに対して局

部的であり、地下水は山留壁の周囲を迂回する形で流動すると予想される。 

したがって、Sichardtの式により予測された地下水位低下の影響範囲に既存井戸は存在するものの、本計画の施工

による周辺の地下水位の変化は小さいと予測される。 

環境保全の 

ための措置 

・工事に際しては、地下水位観測孔により工事前・工事中・工事後の地下水位の状況を把握する。 

・工事の実施に伴い、計画地周辺の地下水位への影響が生じた場合は、必要に応じて適切な対策を講じる。 
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【存在による影響】 

予測 
地下水の帯水層である礫質土層は広範囲に分布しており、平面的な連続性は良好である。本計画における土留壁の

設置範囲は帯水層の広がりに対して局所的であることから、本工作物の出現に伴う周辺の地下水位の変化は小さいと

予測される。 

環境保全の 

ための措置 

・地層の不連続性や地下水の流動による影響等、何らかの特別な理由で地下水位への影響が生じた場合は、関係機関

との協議を踏まえ、適切な対策を講じる。 

・透水性舗装をできるだけ計画する。 

 

●地盤沈下 
【工事による影響】 

予測 

地下水位の低下に伴う地盤沈下に対しては、計画地及びその周辺の地層構成が密実な締まりの礫質土層及び十分な

地盤強度を有する新第三紀仙台層群の砂質凝灰岩～凝灰岩からなることから、影響は小さいと予測される。 

一方、土留壁の変位に伴う地盤変形に対しては、計画地がGL-7～8mでN値60以上の砂質凝灰岩～凝灰岩であり、ま

た、止水性・剛性の優れたSMW壁を採用し、根入れをGL-20m程度まで確保する工事計画となっており、地盤沈下と同

様に影響は小さいと予測される。 

環境保全の 

ための措置 

・工事の際には、地下水位観測孔により工事前・工事中・工事後の地下水位の状況を把握する。 

・工事中に著しい地盤沈下・変状が認められた場合は、工事を一時的に中止し、原因の究明と適切な対策を講ずる。
 

【存在による影響】 

予測 

計画建築物の存在による影響については、建築物の重量による鉛直有効応力の増大に起因する地盤沈下が考えられ

る。本事業では計画建築物は、GL-9.50m～-16.30mに床付け（所定の深度まで掘削して、砂利を敷設したり、コンク

リート打設が出来る状態にすること）する予定で基礎工法として直接基礎を採用する計画である。 

床付け深度は、すべて仙台層群の砂質凝灰岩～凝灰岩内に位置している。仙台層群の砂質凝灰岩～凝灰岩はＮ値60

以上を示しており、十分な強度（地耐力490.5～784.8kN/m2）を有していることから、鉛直有効応力増大や地下水利用

に起因する地盤沈下の危険性は極めて小さいと予測される。 

環境保全の 

ための措置 
― 

 

●電波障害 
【存在による影響】 

予測 計画地建築物によるテレビ電波の障害範囲は、計画地北側など一部の狭い範囲に発生する程度であることから、計

画建築物の出現に伴うテレビ電波の受信障害の住居に及ぼす影響は生じないと予測される。 

環境保全の 

ための措置 

・電波障害の受信障害は生じないと予測されたが、受信設備の違いや何らかの特別な理由で受信障害が発生した場合

は、適切な障害防止対策を講ずる。 

・工事中においては、クレーン等による一時的な影響が発生する可能性が考えられるが、その影響は計画建築物に比

べて小規模であると考えられる。なお、工事中のクレーン未使用時においては、ブームを電波到来方向に考慮して、

電波障害の起こりにくい方向に向ける等、周辺への影響を最小限に抑えるよう努める。 

 

●日照阻害 
【存在による影響】 

予測 計画建築物の存在による日影は日影規制対象範囲及び配慮を要する施設等には及ばないと予測される。 

環境保全の 

ための措置 
― 

 

●風害 
【存在による影響】 

予測 計画建築物が存在することにより、現況と比べてやや強風化や弱風化する箇所がみられるが、その程度は小さく、

新たに強風域及び弱風域を形成するものではなく、計画建築物の存在による風環境の変化は小さいと予測される。 

環境保全の 

ための措置 
― 
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●温室効果ガス等 
【工事による影響】 

予測 
工事用車両の走行に伴う温室効果ガス排出量は、1,448tCO2、重機の稼働に伴う温室効果ガス排出量は、876tCO2と

予測される。 

建築物等の建築に伴う温室効果ガス排出量は、5,988tCO2と予測される。 

環境保全の

ための措置 

・工事用車両・重機等の点検・整備を十分に行う。 

・工事用車両については、燃費基準達成車の採用に努める。 

・工事用車両の走行を円滑にするために走行経路及び時間帯に配慮する。 

・工事関係者に対して、入場前教育や作業前ミーティングにおいて、工事用車両等のアイドリングストップや無用な

空ぶかし、過積載や急加速等の高負荷運転をしないよう指導・教育を徹底する。 

・重機の稼動については、省エネモードでの作業に努める。 

・建築物の建築に伴う温室効果ガスの影響を可能な限り低減するため、無駄なセメントが発生しないように工事工程

に配慮する。 
 

【供用による影響】 

予測 
施設関連車両の走行に伴う温室効果ガス排出量は、10,869tCO2と予測される。 

施設の稼働（商業施設等）に伴う温室効果ガス排出量は、16,303tCO2と予測される。 

施設の稼働（駐車場）に伴う温室効果ガス排出量は、833tCO2と予測される。 

環境保全の

ための措置 

・来店者等に対し、ホームページ等により鉄道等の公共交通機関の利用を促すとともに、来客車両がスムーズに来店

できるよう駐車場への案内経路の周知をホームページ、売り出しチラシ等で行う。 

・来店者等に対し、車駐車時におけるエコドライブへの取組み、排出ガス低減への協力を促す。 

・通勤や事業活動における人の移動に際しては、できるだけ公共交通機関を活用するとともに、近距離移動に際し、

徒歩や自転車での移動を促進する。 

・荷捌き場などの適切な駐車スペースを確保する。 

・熱源には高効率機器を採用し、省エネルギー化を図る。 

・冷水・温水は大温度差及び変流量制御を行い、搬送エネルギーの低減を図る。 

・CO2濃度による外気導入量制御を行い、外気負荷の低減を図る。 

・可能な限り外気冷房やナイトパージを行い、冷房負荷の低減を図る。 

・駐車場において CO 濃度による換気量制御を行い、ファン動力の低減を図る。 

・BEMS 等の有効活用により、運用上の無駄の低減を図る。 

・二重壁や開口割合の小さい外壁とし、気温変化等の外乱の影響の小さい建築計画とする。 

・建物全体は原則、高効率照明器具の導入を図る。 

・使用する変圧器は省電力トップランナー（2014）で計画する。 

・温暖化係数の小さい新冷媒を使用する空調機の導入を検討する。 
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環境配慮によって対応する配慮項目に係る配慮事項を以下に示す。 

環境影響要素 環境影響要因 配慮事項 

大
気
質 

粉
じ
ん 

工
事
に
よ
る
影
響 

切
土
・
盛
土
・ 

発
破
・
掘
削
等 

・工事中の計画地からの粉じんの飛散を防止するため、高さ 3m の囲いを設置する。また、掘削

工事等おいて、空気が乾燥し風の強い日等、粉じんの発生が認められる場合には適宜散水を

行い、粉じんの発生や飛散を防止する。 

・土砂運搬等の工事用車両については、カバーシート等の使用を促し、粉じんの飛散を防止す

る。 

・工事用車両の出入り口に清掃員を配置し、清掃に努めることで粉じんの発生を最小限にする。

振
動 

振
動 

供
用
に
よ
る
影
響 

施
設
の
稼
働 

（
商
業
施
設
等
） 

・防振ゴム、ダンパ(減衰要素)等の防振材料を空調機等に設置することにより振動の影響を回避

する。 

・低振動型の空調等を設置することにより、振動の影響を最小限にする。 

低
周
波
音 

低
周
波
音 

供
用
に
よ
る
影
響

施
設
の
稼
働 

（
商
業
施
設
等
）

・防振ゴム、ダンパ(減衰要素)等の防振材料を空調機等に設置することにより低周波音の影響を

回避する。 

・低騒音型の空調等を設置することにより、低周波音の影響を最小限にする。 

悪
臭 

悪
臭 

供
用
に
よ
る
影
響

施
設
の
稼
働 

（
商
業
施
設
等
）

・換気設備については、ダクト中に金網やフィルターを設置し、オイルミストなどを捕集し、

悪臭が外部に漏れないよう努める。 

・汚水ピットは，排水槽に異物や油脂分が流入しないよう努める。 

・日常的な保守点検や清掃を行い、設備を最適な状態に保つよう努める。 

水
質 

水
の
汚
れ

工
事
に
よ
る
影
響 

工
事
に
伴
う 

排
水 

・降雨時の濁水及び湧水は、沈砂槽等による処理をした後に公共下水道（合流式）へ放流する。

・公共下水道への排水に際しては下水道担当部局との協議を行う。 

・工事による汚水(作業時の洗浄水)は、沈砂槽等により処理し、公共下水道へ排水する。また、

し尿は汲み取り式とし、公共下水道へは排水しない。 
水
の
濁
り

水
の
汚
れ 

供
用
に
よ
る
影
響

施
設
の
稼
働 

（
商
業
施
設
等
）

・排水は、汚水・雑排水合流方式とし、南面・東面道路に敷設された公共下水道へ放流する計

画とする。汚水・雑排水系統の排水槽にはばっ気攪拌装置を設置する。 

・雨水は、一部を雨水貯留槽（有効容量 310m3 程度）に貯留した後、雑用水として利用し、そ

の他は公共下水道へ放流する。 

地
下
水
汚
染 

地
下
水
汚
染 

工
事
に
よ
る
影
響

切
土
・
盛
土
・

発
破
・
掘
削
等

・計画地に隣接している（仮称）仙台駅東口開発計画の工事において汚染土壌（鉛及びその化合

物、砒素及びその化合物）が確認されており、地下水汚染の可能性が考えられるため、本事業にお

いて、地下水汚染の有無を確認し、確認された場合は適切に処置する。 

水
象 

地
下
水
・ 

湧
水 

供
用
に
よ
る
影
響

施
設
の
稼
働 

（
商
業
施
設
等
）

・地下水を利用する場合は、計画使用量を揚水試験等により、適切な使用量となるように計画

する。 

・雨水を雑用水として使用することで、地下水使用量の削減に努める。 

地
盤
沈
下 

地
盤
沈
下 

供
用
に
よ
る
影
響

施
設
の
稼
働 

（
商
業
施
設
等
）

・地下水を利用する場合は、計画使用量を揚水試験等により、適切な使用量となるように計画

する。 

・雨水を雑用水として使用することで、地下水使用量の削減に努める。 

土
壌
汚
染 

土
壌
汚
染 

工
事
に
よ
る
影
響 

切
土
・
盛
土
・ 

発
破
・
掘
削
等 

・計画地に隣接する（仮称）仙台駅東口開発計画の工事において汚染土壌（鉛及びその化合物、

砒素及びその化合物）が確認されており、本事業の工事においても汚染土壌が確認される可

能性が高いため、地形改変の事前に調査を実施し、汚染の有無を確認し、汚染土壌が確認さ

れた場合は、土壌汚染対策法に基づき適切に処置（対策）を行う。 

なお、本事業は土壌汚染対策法第 4 条第 1 項に該当し、土壌汚染の調査命令が発出される

可能性がある。調査命令が発出された際は法に基づき適切に調査等を実施する。 

４．配慮項目に係る配慮事項 
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環境影響要素 環境影響要因 配慮事項 

植
物 

樹
木
・
樹
林
等 

存
在
に
よ
る
影
響 

そ
の
他 

・個性的で魅力的な街づくりに資するため、建物外周に花壇等を配置した地上部緑化やＡ棟の

南面を主体とした壁面緑化により、「杜の都の環境をつくる条例」の緑化基準面積以上の緑

化を計画する。植栽樹種は在来種から選定することを基本とする。 

自
然
と
の
触
れ
合
い
の
場 

自
然
と
の
触
れ
合
い
の
場 

工
事
に
よ
る
影
響 

資
材
等
の 

運
搬 

・工事中の工事用車両については、渋滞が発生しないようルートの選定や車両台数の平準化に

努め、周辺の自然と触れ合いの場へのアクセスに支障がでないよう配慮する。 

供
用
に
よ
る
影
響

資
材
・
製
品
・

人
等
の
運
搬
・
輸
送

・来店者に対しホームページ等により鉄道等の公共交通機関の利用を促す。 

・来客車両がスムーズに来店できるよう駐車場への案内経路の周知をホームページ、売り出し

チラシ等にて行い、周辺の自然と触れ合いの場へのアクセスに支障がでないよう配慮する。

文
化
財 

指
定
文
化
財
等 

工
事
に
よ
る
影
響

資
材
等
の 

運
搬 

・工事中の工事用車両については、渋滞が発生しないようルートの選定や車両台数の平準化に

努め、周辺の文化財へのアクセスに支障がでないよう配慮する。 

供
用
に
よ
る
影
響

資
材
・
製
品
・

人
等
の
運
搬
・
輸
送

・来店者に対しホームページ等により鉄道等の公共交通機関の利用を促す。 

・来客車両がスムーズに来店できるよう駐車場への案内経路の周知をホームページ、売り出し

チラシ等にて行い、周辺の文化財へのアクセスに支障がでないよう配慮する。 

温
室
効
果
ガ
ス
等 

熱
帯
材
使
用 

工
事
に
よ
る
影
響

建
築
物
等
の 

建
築 

・熱帯木材を原料とする型枠は極力使用を控える。 

・型枠はできるだけ非木質のものを採用し、基礎工事や地下躯体工事においては、計画的に型

枠を転用することに努める。 

・木材型枠を使用する場合は、再利用により使用量削減を図る。 

オ
ゾ
ン
層 

破
壊
物
質 

供
用
に
よ
る
影
響

施
設
の
稼
働 

（
商
業
施
設
等
）

・事業者が設置する機器については、オゾン層破壊係数ゼロの冷媒を使用している機器を採用

する。 

・テナント業者に対しては、オゾン層破壊係数ゼロの冷媒を使用している機器を採用するよう

周知徹底を図る。 
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●事後調査の内容 
本事業の実施に伴う環境影響は、事業計画に取り込んだ環境配慮とそれに加えて実施する実行可能な保全措置により回避

又は低減できると評価されたが、予測には不確実性が伴うこと、また、保全措置の効果を確認する必要があることなどから、

予測評価を行った項目はすべて事後調査を行う。 

 

●事後調査スケジュール 
工事中の事後調査は、工事着手の平成28年9月から平成30年10月の工事終了後まで実施する。 

供用後の事後調査は、平成30年10月の供用開始から供用2年目の平成32年9月まで実施する。 

事後調査の実施にあたっては、計画建築物等の建築及び供用により生じる環境への影響を早期の段階から可能な限り回避

又は低減するため、事後調査を最大限活用するものとし、事業着手後に必要に応じて事後調査計画を見直すこととする。 

 

●事後調査報告書提出時期 
事後調査報告書の提出時期は、工事中2回、供用後1回とする。 

なお、事後調査により環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合には、関係機関と連携を図り、必要な措置を講

ずるものとする。 

事後調査報告書の提出時期 

回数 提出時期 報告内容等 

第1回 
平成29年9月頃（工事用車両及び建設機

械のピーク時の調査終了後） 

工事用車両及び建設機械のピーク時（平成29年4月）

までにおいて実施した事後調査の結果等 

第2回 
平成31年2月頃 

（工事中の調査終了後） 

第1回事後調査報告書において報告した調査以降の

工事中における事後調査の結果等 

第3回 
平成33年2月頃 

（供用後の調査終了後） 

第1回及び第2回事後調査報告書において報告した調

査以降の供用後における事後調査の結果等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ヨドバシカメラ総合センター 仙台店開発担当 
〒169－8585 東京都新宿区北新宿 3－20－1 

TEL 03－3227－2153 
（受付：土曜・日曜・祝日を除く 9 時～17 時） 

５．事後調査計画 

お問い合わせ窓口


